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電力系統安定化制御装置
SYStemStabilizing ControIEquipmentfor Power SYStemS

ぅ富力系統に系統乍故が針Lしたとき,系統運用状態によっては過渡安定度維持が

できなくなり系統崩壊に至ることがある｡これを未然に防止するため,日立製作所

は電源を放適に制限し安定運転を維持する電力系統安定化制御装置を開発し,九州

う=に力株式会社大平揚水発電所へ納入した｡

本装吊は電力系統各所の事故前潮流を人力とし,制御用電子計算機で事故想定区

ドりごとに高速度再閉路の成功･失敗及び最終しゃ断を想定して電源制限量を算出す

る｡この結果を一時記憶し,一定周期ごとに更新して系統事故情報の受信を待機す

る方式とした｡本方式の適用により,系統事故発生後保讃継電装置の動作,事故情

報伝送時間を含めて15サイクル以内の高速度で電源制限を完了することができる0

この結果,安定送電可能電力の印加に大きな効果を得たので,その制御方式,装置

の構成について述べる｡

tI 緒 言

電力需要の増大と電源の遠隔大容量化に伴い,主幹系統問

の連係やループ柿成が進められ,大停電事故を未然に防止し,

花力供給の信頼性を確保することが従来に印して重要な課題

となってきた｡

電力系統を安定に運転するには,系統事故を高速度で除去

する必要があり,高性能保護継電装置が再閉路装置と組み合

わされて適用されている｡しかし,これだけでは系統運用状

態によっては系統問脱調に進展する場合があr),更に積極的

に安定度を維持するための制御を行なう必要がある｡

本装置は高速度で事故を除去しても過渡安定度が維持でき

なし､場合の対策を主目的とし,積極的に安定度維持を図るた

め高速度に最適電源制限を行なおうとするもので,九州電力

株式会社と共同で新たに開発したものである｡

本装置は電力系統の各所の諸情報を取F)込み,制御用電子

計算機HIDIC350を中核として構成されている｡以‾‾tこ,電力

系統安定化制御方式及びその装置の肺成について述べる｡

国 電力系統安定化制御方式

電力系統における事故波及の様相は,系統構成及び事故除

去時間などによって異なるため,従来の系統保護継電方式及

び対象系統の諸特性を十分に把握し,系統の安定度維持を図

るため最も効果のある制御方式とする必要がある｡

図lは対象とした九州電力株式会社の220kV中央ループ系

統を示すものであり,電力系統の動的特性を解析するシミュ

レ【ション プログラムにより常時の系統;茎転特性と事古如寺の

事故波及枝村を解析するとともに,系統の特性を的確にとら

えて検討を進めた｡

2.1対象系統の特性

図1の中央ループ系は,同社川内火力発電所(500MW)の

併入,あるいは同社大平揚水発電所(250MWX2)の新設,及

び各水力発電所(水力合計出力約1,000MW)などにより,常

時は九州電力株式会社主系統へ大電力の供給を行なってい

る｡

従って,本系統の特性としてほ,人平揚水発電所の発電,
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常時運用状態では,中央ループ系より九州主系へ大電力

を供給する｡北上潮涜となり逆に大平揚水発電所揚水時は南下潮涜となる｡こ

のほか,水力群の豊水∴易水などにより中央ループ系は大幅な潮流変化をきた

し,系統安定度は著しく過酷となる｡

揚水及び各水力発電所の豊水,渇水によF)潮流変動が大きし､｡

また,潮流方向も中央ループ系から九州主系への北上とその

逆の南下とがあー),いずれの場合にも系統運用状態によって

は潮流が大きくなり,系統の安定度は非常に過酷なものとなる｡

表1は図1に示す系統において,ループ解列事故が発生し

たときの動特性シミュレーション結果をまとめたものである｡

潮流の北上,南下及び大平揚水発電所の発電,揚水によって

事故時の系統特性の様相は大きく異なる｡いずれの場合にお

いても,脱調に至ることを未然に防止するのが本装置開発の

目的である｡

*九州屯力株式会社工務部掛に課副i主 **ノし州一に力株式会社工務部給′･に諜 ***臼-､工製作所大みか工場
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表lループ解列事故時の特性一覧表 匡=に示す系統にぶけるルーフ解列事故発生時の様相につし､て

解析した結果をまとめたものである∴朝流の北上南下及び発電,揚水などの系統運用状況により事故時の系統

特性が大きく異なることが分かる｢,

ケース 系 統 運 用 状 態 ルー プ解列時の系統の特性 具 体 的 解 析 例
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大平揚水発電所の発電機は減速し,他の川内

発電軋小水力は加速の傾向にあり,系統条

件によっては大平揚水発電所は減速脱調,他

の発電機は加速脱調の傾向にある｡
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2.2 過渡安定度制御方式

系統の安定度は系統容量(発生と消費),系統構成(系統間

伝達インピーダンス),事故前潮流,及び事故除去条件(事故

除去時間,再閉路成功･失敗)などにより左右される｡

系統保護は高速度保護継電方式と再閉路方式が組み合わさ

れて適用される｡高速度再閉路を実施することにより,系統

の安定度維持と事故復旧を行なうわけであるが,潮流の大き

さによっては再閉路成功Lても安定度維持ができない場合が

ある｡また,再閉路失敗した場合は,系統に繰返しショック

を与えることになり,かえって系統の安定度を害する結果と

なる｡従って,事故除去条件によi)安定極限電力は異なり,

事故除去条件に見合った電源制限を行なうことが必要である｡

本方式では常時図2に示すように,系統の主要個所の事故

前潮流をサイクリック ディジタル テレメータ(CDT)を介

して一定時間(例えば5秒)ごとに取り込む｡そのデータをも
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とにLて,国3に示すとおり各想ラ古事地区F言-りごとに制御室を

算出する方式とした｡

まず事故前潮流クェと2回線二村再開絡失敗時の安定板限ノi･注

力P肝と比較し,P上≦P仰が成立二すれば,花源制限すること

なく安定運転継純できる｡Lかし,この条件が成立しなし-場

f㌢には,なんらかの対策が必要であI)2回線三相再閉路成功

時の安定板限電力P尺5と比較し,a≦P々5が成立すれば再閉

路失敗時の制御量を算出する｡またこの条件が成立しないと

きには,再閉路成功しても安定度を維持できない場合であり､

事故除去に引き続き瞬時に電源制限する必要があり,その制

御量を算Hlする｡

また再閉路‾方式を問いない殻終しゃ断時の安定極限電力を

PFrとすると,P′,≦PFTが成立すれば電源制限することなく,

安定運転継続できる｡しかし,この条件が成立しない場合は,

事故除去に引き続き瞬時しゃ断する必要がありその制御量を
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図2 対象系統情報ルート 電源制限量を算出するための事故前潮流と

制御起動用事故情報とを系統安定化制御装置に取り込む｡

常山する｡Jユ上のようにして_三つのケースの制御量を事r牧想

定区間ごとに算出し,この結果を一時記憶回路に記憶する｡こ

の制御量は一一定日-､紺]ごとの実潮流で算山東新し,常に一娃新の

データに某づく;別御量を記憶しておき系統の一事放発生に対し

待機させておく｡なお,制御量はヰ手放前渦流により発電,揚

水及び北上･南‾卜i弓削允であるかを判定し,それに息づいて算

出するノナ式とし,あらゆる系統条件に対1芯できるようにした｡

系統に事故発生するとその様柑に従ってイ米蔵継電装置が応

勤し,事故除去を行なうと同時に三木‖しゃ断,あるいは再閉

路起動しない一拉終しゃ断の車扱情報を送イ言してくる｡この一事

故情報に基づいて,図4に示すように先に算山し一時記憶し

た制御量を選択起動Lて制御指令を出す方式とし,花力系統

保.穫と協調のとれた二最適な過音便安定度制御を実現した｡本‾方

式を蛸いることにより,瞬時制御は事故発生から仁ミ送時間を

含めて15サイクル以内の高速度で制御完了することができる｡

2.3 電源制限効果

L†+央ループ系において事故時,大平揚水発電所の′正源制限

(発電機解列)を行なうことによって脱調による系統分離を避

け,′安定運転維持するわけであるが,電源制限量はできるだ

け少ないことが好ましい｡

従って,電源制限効果を表わす尺度として,

電源制限し

う宜源制限量(MW)

を用いると,
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注:PL=事故前潮流

P肘=2回線再閉路,失敗時の安定極限電力

P斤ゴ=2回線再閉路,成功時の安定極限電力

PFr=最終しゃ断時の安定極限電力

α=再閉路失敗時点での電源制限効果係数の逆数
β=再閉路成功時の電源制限効果係数の逆数

†=最終しゃ断時の電源制限効果係数の逆数
Pc=電源制限量

図3 過渡安定度制御量算出フロー 高速度再閉路成功.失敗及び最

終Lや断時の電i原制限量を事故想定区間ごとに算出する｡また,入力データに

より発電,揚水,北上･南下潮流を判定し,あらゆる組み合わせにおける実系

統状態に即Lた制御量を算出する｡
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最終しゃ断条件

(再閉路失敗又は

再閉路起動せず)

再開厳戒功時の制御量

最終しゃ麟時の制御量

芸墓蒜賢一再開舶鵬蛸御

瞬時制御

(仕上り15サイクル以内)

条件制御

(仕上り糾0サイクル)

トーー棚報と制御起動条件＋欄憶制御量+
図4 過渡安定度制御起動説明図 系統各所の事故情報を受信L,そ

れに基づき瞬時制御,条件制御を判定Lて保護継電装置の事故除去内容と十分

協調のとれナニ最適な過渡安定度制御を実施する｡
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(1)瞬時電源制限の場fナ

事故発生後15サイクル(60Hzベース)以内の高速度で解列

させるもので電源制限効果は70～100%であり,その効果は

大きい｡

(2)条件付電源制限の場合

高速度再閉路失敗の条件(約40サイクル)で発電機解列させ

るもので電源制限効果は20～40%となり,その効果は小さい｡

図5は事故発生から15サイクルで電源制限したときの発電

機位相角の動きを示したもので,脱調に至るのを未然に防止

でき電源制限が有効であることを示している｡

凶 電力系統安定化制御装置

本装置は電力系統に事故発生したとき,過亨度安定度を維持

することを主目的としているが,このほかに図6に示すとお

り良質の電力供給と電子計算機の稼動率の向上を図るため,

中央の電子計算機との連系による周波数,及び電圧,無効電

力利子卸などを行ない電力系統全体として協調のとれた安定運

転と高効率運転を図ることに十分留意している｡

本装置は高速度制御を目的としており,制御対象のある大

平揚水発電所に設置した｡

3.1 装置の構成

図7は本装置の構成を示すもので,制御用電子計算機を中

核として構成きれており各機能は次に述べるとおりである｡
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(b)大平揚水発電所揚水時の電源制限効果

図5 電源制限効果例 発電,揚水いずれの場合も15サイクルで発電機

角牢列すると脱調に至らず,安定運転継系売できることが分かる｡
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(1)中火演算処理装試

論理演算処理の巾枇を担うものであり,制御用電イ･計算機

HIDIC 350の本体である｡

(2)プロセス人･出力装置

中央演算処理装置と入･｢H力制御回路との情報の授′受をつ

かさどる装置で,アナログ入力,ディジタル入力､ディジタ

ル出力及び1切込人力よりなる｡

(3)コンソ【ル入･出力装置

主として各杵プログラムノ女びデ【タの入力に他用するもの

で,光電式紙テープ読取装置とコンソール タイプライタとか

らなる｡このほか,過i慢安定度制御実施時の諸データの記録

にも他用している｡

(4)ロギング タイプライタ

定時の自動記録,及び日報･月報の記録印字に使用する｡

(5)過渡安定度制御量‥暗記憶回路

中央演算処理装置で算出した制御呈を一時記憶し,この回

路により直接機署岩描】j御を行なう信号に変換する回路である｡

(6)過音度安定度制御回路

本制御装置のi舌殺,事i牧情報を√受けて当該区制の制御量を

選択する回路,制御起動をかける回路よりなる｡

(7)フェイルセーフ回路

系統の事故検出回路よりなり,事故情報伝送装置の障害に

より直ちに誤った制御を行なうことを防止する回路である｡

過渡安定度制御

過負荷監視制御

系

統

安

化

制

御

自動周波数調整制御

電圧･無効電力自動制御

ダム貯水量制御

データ 記銀

ループ系の2回線事故によりリループ

関することにより系統の過渡安定度維

持が困難となることが予測されるとき

過渡安定度を維持するために必要な電

源の高速度Lや断制御｡

1.定格値潮流オーバー監視

2.過負荷解消制御

1.系統周波数を規定値に維持する制

御(FFC)

2.他系統との融通電力を常に規定値

に維持する制御(FTC)
3.周波数偏差』Fと達系線電力偏差

』Pを検出し,二の比率を常に系統

特性に一致させる制御(TBC)

目標値に基づく電圧,無効電力の維持

1.中央目標値制御

2.ローカルスケジュール制御

1.揚水発電所の上･下ダム総合貯水

量一定制御(バルブ制御)

2.洪水時のゲート制御

一1

2

3

4

状態変化記重責

定 時 記 録

日 量 記 録

月 量 記 録

図6 電力系系充安定化制御装置制御種別説明図 電力系統安定化制

御装置で実現Lている機能を示す｡
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図7 電力系統安定化制御装置構成図 本装置は制御用電子計算機H】DIC350を中核として構成し,一

時記憶回路の状態フィードバック,フェイルセーフ回路の付加により,信頼度の向上を図っているD

盲

ぎ
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注‥こ+過渡安定度制御関連部分
CDT=サイクリックディジタルテレメータ

AVR=自動電圧調整装置

AORニ自動無効電力調整装置

図8･電力系統安定化制御

装置 電力系統安定化制御装置

の外観を示Lたもので,左3面は

電子計算機制御関係,右5面は過

渡安定度制御用入･出力制御関係

で右端は後備過渡安定度制御装置

である｡

(8)各縄目動制御回路

電子計算機出力によr)周波数制御,電圧無効電力制御,及び

ダム貯水量制御を実施するための信号変換する回路よりなる0

図8に本装置の外観を示す｡

3.2 信粗度の向上

本装置は主幹系統に設置し,電力系統の安定運転維持を主

目的とするため誤動作,誤不動作が系統に与える影響は非常

に大きい｡方式上信頼度の向上を図るとともに,装置自体の

障害に基づく不正動作をも防+Lするため,装置の信頼度向上

にも細心の注意をはらっている｡

(1)人力データ及びプログラムの確認

入力デ叩タ ビットをカウントし,奇数か偶数かを判定して

通信セットの奇数パリティとの照合判定,及び複数回取込方

式により人力データの確認を行なうほか,演算開始に先立っ

て試算プログラムによるプログラム内容の正常を確認する｡

(2)出力監視

演算結果に基づき一時記憶回路を更新するが､所望のとお

-)更新されたか否かを計算機制御部へフィードバックし,更

新ごとに判定監視する｡また制御用ディジタル出力は,すべ

て一定時間幅のパルス信号を出すようにしており,この時間

を経過してもなお出力が継続しているか否かを常時監視する

など,障害の早期発見に努めている｡

(3)情報伝送系の2系列化

事故情報は通信セット,伝送路とも2系列化し,オア条件
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図9 瞬時制御仕上り時間例

することを確認した｡
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一時記憶回路の内容

PAK PBK PIK P2K IGK 2GK HLAK HL日K HLSK PK

52M1 52M2 52M4

*

20-10 78S-A 78S-B

20-110 0､一SSC

SSC LOCK FD

52B1 52B2 52B4
十------------------一制御指令の内容

78G-A 78G-B REC

で使用することにより動作信頼度の向上を図っている｡

(4)フェイルセーフ回路

系統事故検出継電器を設置し,これが動作したことと事故

情報信号とのアンド条件により制御起動し,伝送信号の不具

合による誤った制御を防止している｡

(5)過渡安定度後備制御装置

線路潮流は熊本中線(大平～南熊本間)の潮流で代表し,こ

れと発電機出力を方向要素付過電流継電器(発電機出力2段,

線路潮流3段)で検出してこれを組み合わせ,判定演算を行

なう過渡安定度後備制御装置を設けている｡従って,制御用

電子計算機による主制御装置が保守点検時,又は装置自体の

不具合時には,直ちに後備制御装置に自動切換を行ないアベ

イラビリティの向上に努めている｡

田 試験結果

工場において各種入力データを模擬し,所期の制御動作を

行なうことを確認した｡更に現地据付後,実際の伝送回線を

用いて各区間ごとの動作試験を実施した結果,瞬時制御仕上
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)
大平揚水発電所
状態変化記録

図10 過;度安定度制御

時の印字記録例

本装置では事故前潮)充,事

故情報,制御指令などを印

字し,制御時の系統運用状

況,及び装置動作状況を記

録する｡

リ時間は10～14サイクル以内に入っており,所期の高速度制

御の目的を達成していることを確認した｡図9に実動作試験

の仕上り時間の一例を,また図川にその印字記録の一例を示

す｡

Il結 言

主幹系統における系統事故時の現象を解析し,保讃継電方

式と協調のとれた電力系統安定化制御装置を開発した｡

本装置は,工場における詳細な試験の結果良好な成績を収

め,引き続き九州電力株式会社大平揚水発電所に据付,調整

試験を行なっていたが,昭和50年4月試験を完了した｡

本装置の開発は,電力系統の給電運用面における信頼度監

視から信輔度制御へと大きく道を開いたものであr),今後,

オンラインでその果たす役割は非′削二大きいものと信ずる｡

終わりに本装置の開発に際し,終始御指導をいただいた九

州電力株式会社の関係各位に対し,深く深謝の意を表わす次

第である｡




